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概 要

国立天文台殿提出の研究会資料８－１２にてSky-wave（電離層伝搬）による

電界強度の計算例（参考－２参照）が示されたが、本資料では、同じ伝搬解析

ソフトウェアを用いて、電波天文帯域に対するSky-waveによる累積効果の影響

を検討した。使用したソフトウェア（参考－１参照）は、ＩＴＵ－Ｒ勧告Ｐ．５３３「HF 

propagation prediction method」の伝搬モデルに基づくものである。

また、地上波による累積効果についても同じ検討条件の基で、研究会資料３－

８の検討結果の見直し検討を実施した。

Sky-waveによる累積効果の検討では、国内を９地域に分割して各地域の想定

放射電力値を設定し、各地域の想定放射点からの干渉電界強度分布を計算・合

成して国内約１，５００万システム（平均普及率３０％）からの干渉電界強度分布を、

１３ＭＨｚ帯／２５ＭＨｚ帯について求めた。

今回の検討で複雑なSky-wave伝搬を十分に評価したと云い難いが、電波天文

業務に対する累積効果において、Sky-wave伝搬による影響は、地上波伝搬による

影響に比べて十分に低く、支配的な要素とはならないと考える。

また、地上波伝搬による累積効果の影響は、受信点数ｋｍ内のＰＬＣ設備設置数

が重要な要素であり、近傍での設置数があまり多くないであろうと想定される電波

天文施設では、その影響の軽減が期待できると考える。
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Ⅰ．Ｓｋｙ－ｗａｖｅによる累積電界強度の検討
Ⅰ－１ 検討手順・条件・設定パラメータ

Ⅰ．１．１ 検討手順・条件

１）ＰＬＣ１システムからの放射電力値の設定
ＰＬＣモデムの送信電力を－６０ｄＢｍ／Ｈｚ（ＲＭＳ値）、ＬＣＬを３０ｄＢと想定して電力線に注入されるコモン

モード電力を求め、放射源から十分に遠方の電界強度計算を前提としているので、点源からの放射として、

電波天文帯域におけるＰＬＣ１システムからの放射電力Ｐplcを以下の通り設定した。

１３ＭＨｚ帯（中心周波数：13.385MHz）：－７３．０［ｄＢｗ］（ＲＭＳ値、帯域幅５０ｋＨｚ）

２５ＭＨｚ帯（中心周波数：25.610MHz）：－６９．２［ｄＢｗ］（ＲＭＳ値、帯域幅１２０ｋＨｚ）

２）累積による放射電力値の想定
次頁に示すように、日本国内を９地域に分割し、各地域の全てのＰＬＣ設備が想定放射点に存在すると

仮定して、次式により各地域の想定放射電力値を設定した。

想定放射電力＝（１システムの放射電力）＋１０×ｌｏｇ（ＰＬＣシステム数）－（低減効果：０ｄＢ）

ＰＬＣシステム数＝（地域世帯数）×（地域のＰＬＣ普及率）

世帯数：Ｈ１６年３月末現在（総務省自治行政局報道資料）

普及率：研究会資料３－８に従い、全国平均を３０％と想定し、都道府県別ブロードバンドサービス

世帯普及率（Ｈ１７年３月末現在、総務省報道資料）から各地域の普及率を推定

低減効果：０ｄＢ（「低減効果なし」として検討）

３）累積効果による干渉電界強度分布の計算
各地域の想定放射点からの干渉電界強度分布を計算した後、これら（９データ）を電力和にて合成し、国

内約１，５００万システムからの干渉電界強度分布（Median値）を、１３ＭＨｚ帯及び２５ＭＨｚ帯について

求めた。

３



Ⅰ－１ 検討手順・条件・設定パラメータ
（地域別の想定放射点と放射電力）

地 域 想定放射点
世帯数
（万軒）

ＰＬＣ
普及率

ＰＬＣシステム数
（万システム）

想定放射電力
（ｄＢｗ）

１ 北海道
（北海道）

札幌
（43.06N､141.33E）

２５２ ２０％ ５０．４ １３Ｍ帯：－１６．０
２５Ｍ帯：－１２．２

２ 東北
（青森、岩手、宮城、秋田、

山形、福島）

仙台
（38.26N､140.90E）

３４１ ２５％ ８５．３ １３Ｍ帯：－１３．７
２５Ｍ帯：－ ９．９

３ 関東
（東京、神奈川、埼玉、千葉、

茨城、栃木、群馬、山梨）

東京
（35.67N､139.77E）

１，７１７ ３５％ ６００．９ １３Ｍ帯：－ ５．２
２５Ｍ帯：－ １．４

４ 信越・北陸
（新潟、長野、富山、石川、

福井）

金沢
（36.59N､136.63E）

２６３ ２５％ ６５．８ １３Ｍ帯：－１４．８
２５Ｍ帯：－１１．０

５ 東海
（愛知、岐阜、静岡、三重）

名古屋
（35.17N､136.97E）

５３６ ３５％ １８７．５ １３Ｍ帯：－１０．３
２５Ｍ帯：－ ６．５

６ 近畿
（大阪、兵庫、京都、滋賀、

奈良、和歌山）

大阪
（34.68N､135.52E）

８２９ ３０％ ２４８．７ １３Ｍ帯：－ ９．０
２５Ｍ帯：－ ５．２

７ 中国・四国
（鳥取、島根、岡山、広島、

山口、徳島、香川、愛媛、高知）

広島
（34.40N､132.46E）

４６４ ２５％ １１６．０ １３Ｍ帯：－１２．４
２５Ｍ帯：－ ８．６

８ 九州
（福岡、佐賀、長崎、熊本、

大分、宮崎、鹿児島）

福岡
（33.58N､130.38E）

５３１ ２５％ １３２．９ １３Ｍ帯：－１１．８
２５Ｍ帯：－ ８．０

９ 沖縄
（沖縄）

那覇
（26.21N､127.69E）

５０ ２０％ １０．０ １３Ｍ帯：－２３．０
２５Ｍ帯：－１９．２

注１）世帯数はＨ１６年３月末現在（総務省自治行政局報道資料による）
２）ＰＬＣシステム数＝（世帯数）×（ＰＬＣ普及率）、ＰＬＣ普及率は、全国平均を３０％と想定し、都道府県別ブロードバンド

サービス普及率（Ｈ１７年３月末現在、総務省報道資料）から各地域の普及率を推定
３）想定放射電力＝（１システムの放射電力）＋１０×ｌｏｇ（ＰＬＣシステム数）
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Ⅰ－１ 検討手順・条件・設定パラメータ
（設定パラメータ）

Ⅰ．１．２ ソフト計算における設定パラメータ

１）放射（送信）電力
計算ソフトの設定下限値（０ｄＢｗ）を考慮して、入力パラメータを「想定放射電力値＋２８ｄＢ」に設定し、

計算後に「－２８ｄＢ」の補正を行う。なお、ＰＬＣ１システムの計算では補正値を８０ｄＢとした。

２）送信アンテナ
アンテナ種別：Ⅰ．１．１項の放射電力設定方法から等方性アンテナとした。
放射角度（Minimum Takeoff Angle）：計算ソフトの設定下限値（３ degrees）とした。

主ビーム方位角：等方性アンテナにつき設定不要。

３）月、時刻
電離層の諸特性は月、時刻によって変動し、時刻では昼間の方が条件が良いと云われている。この特性

変動に伴って電界強度・分布は変化し（参考－３参照）、参考－４の計算データ例に示すように、６）項に

示すプロット範囲内における最大電界強度値は、設定する月及び時刻によって変化する。ここでは、計算

データ例を基に最大電界強度が高い範囲にある「月：４月、時刻：０６ＵＴ」をパラメータ値として採用した。

（ＵＴ：Universal Time、日本時間＝ＵＴ＋９Ｈ）

４）ＳＳＮ（Sun Spot Number）
参考－５にＳＳＮを変えて６）項のプロット範囲内における最大電界強度値を計算したデータ例を示す。ここ

では研究会資料８－１２の図２（参考－２参照）も参考にして比較的太陽活動が活発なＳＳＮ＝１００とした。

５）受信アンテナ／受信機帯域幅
電界強度（ＤＢＵ）計算につき無関係なパラメータ。

６）プロット範囲
計算結果のプロット範囲は、日本近傍とし、東京（35.67N、139.77E）を基点に東７００ｋｍ、西１，３００ｋｍ、

北１，２００ｋｍ、南１，０００ｋｍとした。
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Ⅰ－２ ＰＬＣ１システムによる干渉電界強度分布計算例（１／２）
（Ｓｋｙ－ｗａｖｅ：１３ＭＨｚ帯、放射点：東京）

＜放射電力補正後＞

・補正値：－８０ｄＢ
・プロット範囲における

Ｍｉｎ＝-81dBμV/m
Ｍａｘ＝-69dBμV/m

・帯域幅：５０ｋＨｚ

放
射
電
力
補
正
前

計算時放射電力

放射電力補正後：
－７０～－７５ dBuV/m

－７５～
－８０ dBuV/m

－６９～
－７０ dBuV/m－７５～

－８０ dBuV/m

Sky-waveによる干渉電界強度は、
放射点から離れた箇所で最大値を
示し、その箇所は月、時刻、周波数
等で変わるが、ＰＬＣ１システムから
の干渉波の絶対強度は十分低い値
である。

また、最大点から、さらに離れるに
従い電界強度は低下する。（参考－
６参照）

６

＊

＊この角度表示は、
真北に対する放射
主ビームの方位角
を示し、-1degとは
無指向性を示す。



Ⅰ－２ ＰＬＣ１システムによる干渉電界強度分布計算例（２／２）
（Ｓｋｙ－ｗａｖｅ：１３ＭＨｚ帯、放射点：那覇）

＜放射電力補正後＞

・補正値：－８０ｄＢ
・プロット範囲における

Ｍｉｎ＝-93dBμV/m
Ｍａｘ＝-69dBμV/m

・帯域幅：５０ｋＨｚ

放
射
電
力
補
正
前

放射電力補正後：
－８５～－９０ dBuV/m

－８０～
－８５ dBuV/m

－７５～
－８０ dBuV/m

－７０～
－７５ dBuV/m

計算時放射電力

７



Ⅰ－３ 累積効果による干渉電界強度分布（１／２）
（Ｓｋｙ－ｗａｖｅ：１３ＭＨｚ帯、帯域幅：５０ｋＨｚ）

＜放射電力補正後＞

１ｄＢｕＶ/ｍ以上
１～ ０
０～－１

－１～－２
－２～－３
－３～－４
－４ 以下

Ｍｉｎ：－６
Ｍａｘ： ２

＜ＨＦ帯電波天文施設付近＞

・蔵王：－２～－３ｄＢｕＶ/ｍ

・平磯：－１～－３ｄＢｕＶ/ｍ

・西はりま： ０～－１ｄＢｕＶ/ｍ

・高知： １～０ｄＢｕＶ/ｍ

注）帯域幅：５０ｋＨｚ
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Ⅰ－３ 累積効果による干渉電界強度分布（２／２）
（Ｓｋｙ－ｗａｖｅ：２５ＭＨｚ帯、帯域幅：１２０ｋＨｚ）

－２０ｄＢｕＶ/ｍ以上
－２０～－２１
－２１～－２２
－２２～－２３
－２３～－２４
－２４～－２５
－２５ 以下

Ｍｉｎ：－２５
Ｍａｘ：－ ２

＜ＨＦ帯電波天文施設付近＞

・蔵王：－２０～－２１ｄＢｕＶ/ｍ

・平磯：－２０～－２１ｄＢｕＶ/ｍ

・西はりま： －２４～－２５ｄＢｕＶ/ｍ

・高知： －２３～－２４ｄＢｕＶ/ｍ

注）帯域幅：１２０ｋＨｚ

＜放射電力補正後＞

９



Ⅱ．地上波による累積電界強度の検討
Ⅱ－１ 検討モデル・計算式

１０

１）検討モデル

検討モデル：右図の中心位置にある電波天文施設受信点から半径Ｒ[m]の

累積効果対象エリア内にＰＬＣ設備が一様分布すると想定

１システムのＰＬＣ設備からの放射電力：Ｐｐｌｃ[W]（Ⅰ．１．１項による）

受信点からの距離：ｒ[m]

距離ｒ[m]点での干渉電界強度：Ｅ（ｒ）[uV/m]＝5.48×106・A・Ｐｐｌｃ1/2／ｒ 1.3

（ITU-R勧告PN.525-2の(1)式において距離減衰係数を1.3乗（26dB/dec）と

したもの。Ａは低減効果でＡ＝１<効果なし>とした）

ＰＬＣ設備の密度：Ｄ×α[ｼｽﾃﾑ/m2] （Ｄ：世帯数密度、α：ＰＬＣ普及率）

電波天文施設から最近傍のＰＬＣ設備までの離隔距離：ｒ0[m]

２）計算式

受信機から周囲半径ｒでの微小面積：dA＝2πr・dr [m2]

dAの範囲からの干渉電界の受信点での電界強度ｄＥ（ｒ）：

ｄＥ（ｒ）＝{Ｅ（ｒ）2×Ｄ・α×ｄＡ}1/2＝(5.48×106×A)×(2π・Ｐｐｌｃ×D・α×ｒ-1.6・dr)1/2

受信点から離隔距離ｒ0～距離Ｒの範囲内にあるＰＬＣ設備による受信点での累積電界強度：

ｅcum＝{ ｄＥ（ｒ）2 } 1/2＝ (5.48×106×A)×(2π・Ｐｐｌｃ×D・α× ｒ-1.6・dr)1/2

＝(5.48×106×A)×{ 2π・Ｐｐｌｃ×D・α×( r0
-0.6-R-0.6)／0.6 } 1/2 [uV/m]

Ｅcum＝20×ｌｏｇ(ｅcum) [dBuV/m]

∫
ｒ0

Ｒ

∫
ｒ0

Ｒ

RX
R

r0
r

dr

dA

累積効果対象エリア

密度D×α

r0:離隔距離



Ⅱ－２ 検討条件・設定パラメータ

１）放射電力
ＰＬＣ１システムからの放射電力Ｐplcは、Ⅰ．１．１項で設定した通りとする。

２）世帯数密度及びＰＬＣ世帯普及率
研究会資料７－８に示された主なＨＦ帯電波天文観測局４ヶ所が所在する県の世帯数密度を、想定した

ＰＬＣ世帯普及率と共に下表に示す。

３）離隔距離
離隔距離ｒ0は、電波天文設備の設置場所・環境を考慮し、実質的に十分確保できると考えられる１００ｍ

に設定した。

４）距離減衰特性
地上波伝搬の距離減衰特性は、これまでの研究会での審議を基に２６ｄＢ／ｄｅｃとした。

１１

観測局 所在県
世帯数密度

（軒／ｍ２）

想定ＰＬＣ普及率

（％）

蔵王 宮城県 １．２５×１０－４ ３０

平磯 茨城県 １．７１×１０－４ ２５

西はりま 兵庫県 ２．６１×１０－４ ３０

高知 高知県 ４．８１×１０－５ ２０

注１）世帯数はＨ１６年３月末現在（総務省自治行政局報道資料による）
２）ＰＬＣ世帯普及率は、全国平均を３０％と想定し、都道府県別ブロード

バンドサービス普及率（Ｈ１７年３月末現在、総務省報道資料）から推定



Ⅱ－３ 累積効果による干渉電界強度（１／２）
（地上波：１３ＭＨｚ帯、帯域幅：５０ｋＨｚ）

１２

地上波による累積電界強度は、累積対象エリア半径数ｋｍで飽和傾向を
示し、数ｋｍ以遠に存在するＰＬＣ設備からの累積効果への寄与は急速に
減少する。従って、対象とする受信施設近傍におけるＰＬＣ設備設置状況が
累積電界強度を決める支配的な要素であると考える。
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Ⅱ－３ 累積効果による干渉電界強度分布（２／２）
（地上波：２５ＭＨｚ帯、帯域幅：１２０ｋＨｚ）
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＜Ｓｋｙ－ｗａｖｅ伝搬について＞

１）研究会にてＪＡＲＬ殿、国立天文台殿等から指摘されているように、 Sky-wave

伝搬（電離層伝搬）では複雑な電界強度分布が生じ、干渉波が広範囲に伝搬し

電界強度の最大値が放射点からかなり離れた箇所で発生するが、最大値と云え

ども、その絶対値は非常に低いレベルであり、例えば、ＰＬＣ１システムからの放

射の計算例では－６９ｄＢμＶ／ｍ（１３ＭＨｚ帯、帯域幅５０ｋＨｚ、Median値）程度

となっている。

２）一方、全国約１，５００万システム（平均ＰＬＣ普及率３０％）からの累積電界強度

は、１３ＭＨｚ帯の場合かなりのレベルとなるが、それでも、次々頁に示すように、

「Rural」外部雑音レベルよりも十分低い値である。

３）さらに、多数のＰＬＣシステムからの放射が同一の周波数／時間／方向等の全

ての条件で一致する確率などを考慮し、研究会資料３－８にて提示した低減効果

１２ｄＢを見込むと、累積電界強度は１３Ｍ／２５ＭＨｚ帯共に「Quiet Rural」外部

雑音レベル以下となる。

１４Ⅲ．検討結果まとめ（１／３）
（まとめ－１／２）



１５Ⅲ．検討結果まとめ（２／３）
（まとめ－２／２）

＜地上波伝搬について＞

１）地上波による累積電界強度は、累積対象エリア半径数ｋｍで飽和傾向を示し、

数ｋｍ以遠に存在するＰＬＣ設備からの累積効果への寄与は急速に減少する。

従って、対象とする受信施設近傍におけるＰＬＣ設備設置状況が累積電界強度

を決める支配的な要素であり、近傍でのＰＬＣ設置数があまり多くないであろうと

想定される電波天文観測施設では、累積効果による影響は今回の検討結果より

もさらに軽減されると考える。

２）また、多数のＰＬＣシステムからの放射が同一の周波数／時間／方向等の全て

の条件で一致する確率などを考慮し、資料３－８で提示した低減効果１２ｄＢを見

込むと、さらなる累積効果の影響低減が期待できると考える。

＜累積効果について＞

今回の検討で複雑なSky-wave伝搬を十分に評価したと云い難いが、少なくとも、

電波天文業務に対する累積効果において、Sky-wave伝搬による影響は少なく、

地上波伝搬による影響が支配的な要素であると云えると考える。

また、地上波伝搬による累積効果の影響は、受信点数ｋｍ内のＰＬＣ設備設置数

が重要な要素であり、研究会資料３－８の検討結果にも示されているように、決して

広範囲のＰＬＣ設備からの影響を受けるわけではないと考える。

次頁に検討結果とＩＴＵ－Ｒ勧告の外部雑音レベル等との関係を参考に示す。



Ⅲ．検討結果まとめ（３／３）
（電界強度関係図：電波天文１３ＭＨｚ帯／２５ＭＨｚ帯）
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ＲＭＳ値、帯域幅９ｋＨｚ換算

Residential Noise １）
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＜参考＞低減効果１２ｄＢを見込んだ場合の
Sky-waveによる累積電界強度

＜参考＞低減効果１２ｄＢを見込んだ場合の
地上波による累積電界強度

１３ＭＨｚ帯 ２５ＭＨｚ帯

注１）ＩＴＵ－Ｒ勧告Ｐ．３７２－８ （７）、（１１）式による外部雑音レベル。

２）本資料による累積効果の検討結果で、研究会資料７－８に示された主なＨＦ帯
電波天文観測局４ヶ所付近の累積電界強度。

３）干渉閾値電力を勧告ＰＮ．５２５－２ （８）式にて電界強度に変換した値。



参考－１ 計算に使用したソフトウェアについて

このソフトウェア（ＲＥＣ５３３）は、ＶＯＡ（Voice of America）及び米陸軍・空軍からの資金提供

により開発されたＨＦ伝搬解析プログラム群の一部で、 Windows上で動作する現状のバージョンは

米商務省ＮＴＩＡ／ＩＴＳが開発、維持しているものである。
（ＮＴＩＳ／ＩＴＳ：National Telecommunications and Information Administration／Institute for 

Telecommunications Sciences）

１）ＲＥＣ５３３は、ＩＴＵ－Ｒ勧告Ｐ．５３３「HF propagation prediction method」の伝搬モデルに

基づくもの。使用バージョンは、Version 05.0119W （19 January 2005）。

２）本計算は、勧告Ｐ．５３３によれば、電離層伝搬（sky-wave）のみが対象で、計算に盛り込

まれている損失は、自由空間伝搬損失（20dB/dec）及び電離層伝搬に伴う損失である。

３）ＲＥＣ５３３には、下記２組のプログラムがあり、今回使用したのは「ＲＥＣＡＲＥＡ」である。

－ＲＥＣ５３３：point-to-point predictions 用

－ＲＥＣＡＲＥＡ：area coverage predictions 用

４）プログラム「ＲＥＣＡＲＥＡ」の出力パラメータは、ＭＵＦ（Maximum Usable Frequency）、

ＤＢＵ（Median field strength at receiver）、Ｓ／Ｎ（Median Signal-to-Noise ratio）等の５種で、

今回は「ＤＢＵ」を使用。また、複数のＤＢＵ計算結果をCombineするソフトも含まれており、

累積効果計算にはこのソフトを使用した。

５） 「ＤＢＵ」計算では、送信点から放射された単一周波数の信号による電界強度分布を求めて

おり、受信帯域幅は考慮されていない。従って、ＰＬＣ干渉波による電界強度分布を求めるに

当たって、帯域幅の効果を盛り込むには送信レベルを等価的に調整する必要がある。また、

入力パラメータ「送信電力」の設定下限値が１Ｗ（０ｄＢｗ）であるので、ＰＬＣ干渉波の評価で

は適当な送信（放射）電力値で計算した後に補正する必要がある。
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参考－２ 研究会資料８－１２ の図２に対応する計算結果

主な計算パラメータ

・Transmitter Location：Ｔｏｋｙｏ（35.67N、139.77E ）
・Frequency：１３．５ＭＨｚ
・Minimum Takeoff Angle：３ degrees（設定下限値）
・Transmit Antenna Parameters：

－Antenna：ITSA-1 Horizontal Dipole
－Main Beam：１５ degrees（from North ）
－TX Power：０．００１ｋＷ（０ｄＢｗ）

・Receiver Bandwidth：ＮＡ

＜注記＞ 資料８－１２では、ビームは上方１５度と
なっているが、実際の計算は３度のようだ。また、
参照バンド幅１０kHzとあるが、本ソフトウェアの

電界強度計算ではバンド幅は考慮されていない。
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参考－３ 月／時刻による電界強度・分布変動データ例
（ＰＬＣ１システム、１３ＭＨｚ帯、放射点：東京）

８月
１２ＵＴ

放射電力補正前
（補正値：－８０ｄＢ）

６月
１８ＵＴ

４月
０６ＵＴ

１９

電離層の諸特性は、
季節（月）、時刻等々
によって変化し、電界
強度・分布も大きく
変化する。



参考－４ 月／時刻による電界強度変動データ例（１／２）
（１３ＭＨｚ帯、プロット範囲内の最大値）

月変動（１３．３８５ＭＨｚ、時刻：０６ＵＴ）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

電
界

強
度

（
ｄ
Ｂ

、
相

対
値

）

札幌

東京

那覇

時刻変動（１３．３８５ＭＨｚ、月：４月）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

02UT 04UT 06UT 08UT 10UT 12UT 14UT 16UT 18UT 20UT 22UT 24UT

電
界

強
度

（
ｄ
Ｂ

、
相

対
値

）

札幌

東京

那覇

放射点：

放射点：

２０



参考－４ 月／時刻による電界強度変動データ例（２／２）
（２５ＭＨｚ帯、プロット範囲内の最大値）

月変動（２５．６１ＭＨｚ、時刻：０６ＵＴ）
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参考－５ ＳＳＮによる電界強度変動データ例
（１３ＭＨｚ帯、プロット範囲内の最大値）

１３．３８５ＭＨｚ、月：４月、時刻：０６ＵＴ
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上図は累積計算に用いたプロット範囲について、その範囲内での
最大値を示しており、ＳＳＮの変化により電界強度分布が変化する
ので、範囲外に最大値が移動している可能性もある。
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放射点：



参考－６ ＰＬＣ１システムによる広範囲の干渉電界強度分布例
（１３ＭＨｚ帯、放射点：東京）

＜放射電力補正後＞

・補正値：－８０ｄＢ
・プロット範囲における

Ｍｉｎ＝-127dBμV/m
Ｍａｘ＝-69dBμV/m
（Ⅰ－２項計算例(1/2)と同じ値）

放
射
電
力
補
正
前

電界強度の最大点は、放射点
から離れた箇所に生じるが、さらに
離れると電界強度は低下していく。
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